
～民間事業者、地域で活動する主体との連携による見守りネットワーク～

出典：静岡市「見守りガイドブック静岡版2010」より抜粋

先進事例① 静岡市
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～地域のちからを結集したネットワークづくりによる取組～

先進事例② 東京都足立区
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施行期日（附則第１条）

概
要

課徴金納付命令（第８条）

・対象行為：優良誤認表示行為、有利誤認表示行為を対象とする。

・課徴金額の算定：対象商品・役務の売上額に３％を乗じる。

・対象期間：３年間を上限とする。

・主観的要素：違反事業者が相当の注意を怠った者でないと認められると

きは、課徴金を賦課しない。

・規模基準：課徴金額が150万円未満となる場合は、課徴金を賦課しない。

除斥期間（第12条第７項）

違反行為をやめた日から５年を経過したときは、課徴金を賦課しない。

課徴金対象行為該当事実の報告による課徴金額の減額（第９条）

課徴金対象行為に該当する事実を報告した事業者に対し、課徴金額の２分
の１を減額する。

平成28年４月１日に施行

賦課手続（第13条）

違反事業者に対する手続保障として、弁明の機会を付与する。

１： 実施予定返金措置計画の作成・認定

２： 返金措置の実施

３： 報告期限までに報告

返金措置における
金銭交付相当額が
課徴金額以上の場合

課徴金額の減額

返金措置における
金銭交付相当額が
課徴金額未満の場合

事業者が所定の手続に沿って返金措置を実施した場合は、課徴金
を命じない又は減額する。

課徴金額の納付を命じない

返金措置の実施による課徴金額の減額（第10条・第11条）

※返金措置＝対象商品・役務の取引をしたことが特定される一般消
費者からの申出があつた場合に、当該申出をした一般消費者の
購入額に３％を乗じた額以上の金銭を交付する措置。

事業者は、実施予定返金措置計画に沿って返金措置を実施する。

返金措置を実施しようとする事業者は、実施予定返金措置計画を作成し、
内閣総理大臣の認定を受ける。

不実証広告規制に係る表示について、一定の期間内に当該表示の裏
付けとなる合理的な根拠を示す資料の提出がない場合には、当該表
示を優良誤認表示と推定して課徴金を賦課する。

不当な表示による顧客の誘引を防止するため、不当な表示を行った事業者に対する課徴金制度を導入
するとともに、被害回復を促進する観点から返金による課徴金額の減額等の措置を講ずる。

不当景品類及び不当表示防止法等の一部を改正する法律概要
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消費者契約法

・高齢化社会の進展
・悪質事業者の手口の巧妙化 等

特定商取引法

被害の防止・救済を図るため、必要な規制・
民事ルール
（特定商取引法／消費者契約法の見直し）

＜特定の取引類型※について行政規制等により規律＞
※訪問販売、電話勧誘販売、通信販売等

190回 通常国会提出予定法案の検討状況

＜消費者契約※一般に適用される民事ルール＞
※消費者と事業者との間で締結される契約

◇ 内閣総理大臣から内閣府消費者委員会に対し、諮問（特定商取引法：27年１月20日、消費者契約法：26年８月５日）
◇ 消費者委員会の答申（28年１月７日）を踏まえ、消費者庁において両法の改正法案を立案

行政処分
裁判例・相談事例の状況

【特定商取引法／消費者契約法の改正法案】

① 契約締結過程に係る規律
○ 過量な内容の消費者契約の取消し
・事業者が、過量な内容の契約に該当することを知るなどし
ながら、勧誘をすることにより、契約を締結させたとき
⇒消費者に取消権を認める（例：一人暮らしのお年寄りに対し、
その状況を知りながら、店舗で大量の布団を購入させる）

○ 重要事項の範囲の拡大
・不実告知による取消しの対象となる重要事項の範囲を拡大
（例：床下にシロアリがいるという虚偽の事実を告げて、リフォーム

工事の契約を締結）

○ 取消権の行使期間の伸長
・短期の行使期間を１年に伸長する（現行は追認をすることがで
きる時から６か月）

② 契約条項の内容に係る規律
○ 無効とする消費者契約の条項の類型の追加（例：事業者
の債務不履行の場合でも、消費者の解除権を放棄させる条項）

等

① 悪質事業者への対応
・業務停止を命ぜられた法人の役員等に対して、停止の範囲
内の業務について新たに業務を開始することを禁止する
（次々と法人を立ち上げて違反行為を行う事業者への対処）

② 所在不明の違反事業者への対応
・違反事業者の所在が不明な場合には公示送達による処分を
可能とする（例：住所等の不明な海外事業者とのインターネット通
販取引）

③ 消費者の被害回復
・違反事業者に対して指示することのできる必要な措置につ
き消費者の被害回復の観点から行うものを明示
（措置の具体例：違反事業者に被害回復のための返金計画を
立案させ、計画の実施を命じる）

④ 過量販売（訪問販売ルールの拡張）
・電話勧誘販売において消費者が日常生活において通常必要
とされる分量を著しく超える商品の売買契約等の申込みの撤
回又は解除を行うことができるようにする（例：健康食品、化粧品）

等
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３：連絡に

問題

消 費 者

１：・受付等に問題

・窓口不明

・受付拒否

・たらい回し

２：情報共有に問題

４：分担・連携に問題

５：権限の

不行使

６：権限の不備

（すき間等）

事 業 者

一元的な消費者相談窓口の設置

情報の一元的集約・分析

消費者に身近な諸法律を所管

消費者行政の司令塔として
各省庁に勧告、措置要求

１．

２．３．

４．５．

１．～６．

消費者安全法によりすき間事案
に対応・新法の企画立案

６．

消費者庁創設後これまでの問題点

Ｂ省
（部局）

Ａ省
（部局）

窓口 窓口

消費者庁創設までの消費者行政の問題点と対応
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相
談
窓
口

認
定

処分
・指導

相談・
苦情

助言
あっせん
啓発

消

費

者

消費者委員会
○委員長：河上正二
○独立した第三者機関
○建議・勧告等を行う

独立行政法人

国民生活センター（理事長：松本恒雄）

地
方
自
治
体

消
費
生
活
セ
ン
タ
ー

○
「消
費
生
活
相
談
員
」

消 費 者 庁 事

業

者

～消費者行政の司令塔・エンジン役～

○情報を一元的に集約し、調査・分析

○情報を迅速に発信して、注意喚起

○各省庁に対する措置要求

○「すき間事案」への対応（勧告等）

○消費者に身近な諸法律を所管・執行

○横断的な制度を企画立案

各

省

庁

～中核的な実施機関～
○支援相談、研修、商品テスト、

情報の収集・分析・提供、広報、ＡＤＲ等

内閣府特命担当大臣（消費者）

763センター
3,345人
（平成26年
４月１日現在）

建議等

情報

措置要求
・勧告等

情報

支援

建議等

※ 勧告は内閣総理大臣に対して行う

消費者安全調査委員会（委員長：畑村洋太郎）

○生命身体事故等の原因を調査

消費者教育推進会議（会長：西村隆男）

○消費者教育の推進について議論

1,040窓口
（平成26年
４月１日現在）

適格消費者団体

内 閣 総 理 大 臣

協
力

○過去、各府省庁縦割りの仕組みの下、産業振興の間接的、派生的テーマとして、消費者行政が行われる中、悪質商法・偽装表示等の被害を受ける消費者が続
出し、製品や食品による不慮の消費者事故も表面化

○こうした社会状況を踏まえて、これまでの行政をパラダイム転換するため、消費者行政の「司令塔」、「エンジン役」として、平成２１年９月１日に消費者庁が発足

公正取引委員会、経済産業局長等に
権限の一部を委任

情報

相談・苦情
消費者ホットライン

（１８８）経由

消費者行政の体制
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